別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：障害者福祉費
	事業名: 視覚障がい青年等社会生活教室開催費（任意）
　　　 視覚障がい者社会参加促進事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,426千円（前年度予算額：2,426千円）
	要求内容


	１　要求の内容


・視覚障がい者の社会参加を支援するための各種事業を実施

  ＜視覚障がい青年等社会生活教室＞

　　社会生活を営むために必要な知識等についての講習や交流会を実施
＜視覚障がい女性家庭生活訓練事業＞
    視覚障がいのある女性に対して、家事、生活設計、美容、教養に関する講習を実施

＜点字情報ネットワーク事業＞
　　新聞等の情報をパソコン通信ネットワークで受信し、点字で打ち出し、提供
　＜視覚障がい者ガイドヘルパー研修事業＞
    　ガイドヘルパーとして活動している者に対し、視覚障がい者への理解を深めるための講義及び介助の実技を実施
＜視覚障がい者パソコン研修事業＞

    パソコン（文書作成、印刷、メール）について研修を実施

	２　所要経費


委託料

・盲青年等社会生活教室開催費：216千円（県10/10）
・視覚障がい者社会参加促進事業費：2,210千円（国1/2県1/2）

（内訳）視覚障がい女性家庭生活訓練事業　276千円
点字情報ネットワーク事業　1,020千円
　　　　　視覚障がい者ガイドヘルパー研修事業　85千円
    　  　　視覚障がい者パソコン研修事業　829千円

国1/2　県1/2　国庫補助［地域生活支援事業］
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	2,426
	1,105
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,321

	要求額
	2,426
	1,105
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,321

	決定額
	2,426
	1,105
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,321


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　各種事業を実施することにより、視覚障がい者が社会生活に必要な知識の習得や相互の交流を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	青年等社会生活教室
参加者数
	－
（H7）
	301名
(H21）
	354名
(H22）
	316名
(H23)
	同等数
(H25)
	－ ％


	女性家庭生活訓練

参加者数
	－
（H20）
	404名
（H21）
	213名
（H22）
	206名
（H23）
	同等数
（H25）
	－ ％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	＜視覚障がい青年等社会生活教室＞ 
岐阜・東濃・西濃・中濃・飛騨地区、高齢者対象の6会場に分かれて、「お買いもの支援」「老後の人生」などの講演会、ヨガ体験、二胡やマンドリンの演奏会を実施
＜視覚障がい者女性家庭生活訓練＞
料理講座やおしゃれ講座、手芸講座など、6講座を開講
＜点字によるニュースの提供＞ 
新聞頭等の情報を希望する視覚障がい者に敏速に提供
＜視覚障がい者ガイドヘルパー研修＞ 
視覚障害者ガイドヘルパー養成研修課程を修了した者で県内の事業所に登録されている者を対象に、基礎講座や福祉サービス制等の講座を4回開催

＜視覚障がい者パソコン研修＞
岐阜地区2会場、中濃地区、東濃地区の計4会場で、視覚障がい者を対象に、個々の実力に合わせた指導を実施


（平成23年度の成果）

	＜視覚障がい青年等社会生活教室＞ 316名参加
＜視覚障がい者女性家庭生活訓練＞ 206名参加
＜点字によるニュースの提供＞ 週5回、33部配布
＜視覚障がい者ガイドヘルパー研修＞ のべ108名参加
＜視覚障がい者パソコン研修＞ 岐阜地区13回(9名参加)、中濃地区4回 (4名参加)、東濃地区5回(6名参加)


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	視覚障がい者社会参加促進事業は、国庫補助事業である地域生活支援事業の都道府県事業に位置付けられており、視覚障がい者の社会参加促進や生活向上が図られている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	特に視覚障がい者青年等社会生活教室は、遠方（飛騨地域等）において開催していることもあり、多くの視覚障がい者が参加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県内の各地域で講演内等を開催することで効果促進につながっている。また、利用者がいない事業については廃止（H23）するなど、随時事業の見直しを行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
障がいの程度や性別、あるいは社会の変容に合わせた社会参加促進事業を実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

視覚障がい者の社会参加を支援するための各種事業を実施してきており、引き続き事業を実施する必要がある。









































